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産技C独法化問題交渉
万一の独法解散時の雇用確保を確認

研究職全員の意向確認の実施を約束

8月上旬にセンター職員への説明会を開催、
9月に意向確認が行われます！

自治労県職労は7月26日、産業技術センターの独立行政法人化問題について、労務担当局長と交渉を行いました。

自治労県職労はこれまで、①全ての職員の意向確認・同意、②独法解散時の雇用保障を最大の課題として交渉を続けてきました。

労務担当局長からは、身分問題について「研究職全員の意向確認を行う。」、「新法人への移行を希望する職員は承継し、県に残ることを希望する職員は承継しない（県職員のままとする）。」と、再提案がありました（２ページ参照）。

また、解散時の雇用問題について「県として、新法人の解散は考えていないし、ありえないことと考えている。万が一、解散ということになった場合には、新法人とともに県も職員の雇用確保について最大限努力していく。」、「このことは、職員説明会で職員に配布する資料のＱ＆Ａにも掲載する。」との考え方が示されました。

これまで、非公務員型の一般地方独法化にあたって、独法への移行対象職員全員の意向を把握・尊重し、独法解散時の雇用確保について当局責任を明確にした事例は全国的にもまれで、これは、職場組合員、分会、組合本部が一体となり、自治労全国研究職連絡会などの協力を得ながら、取り組んできた成果です。
　また、当初の当局提案を次のように改善させることができました（新法人における職員の労働条件３ページ参照）。
①時間単位の年休は年5日が限度だが、半日単位の年休取得は可能（常勤及び勤務時間が常勤と同様の者に適用）。

②臨時的任用職員（新法人における「契約職員」）の雇用期間の空白は設けない。

③勤務時間外に、講師等の依頼があった場合などは、報酬受領が可能
職員の意向確認は、説明会を設け、県と新法人における勤務条件等の処遇を明示し説明したうえで、人事課が書面で行うこととしています。また、個人の悩みや相談がある職員への丁寧な対応を求めたところ、別途対応がされることになりました。

なお、非承継職員の県での異動希望は、例年の意向申告により把握することになりました。

自治労県職労は、最大の課題が大きく前進したこと、今後の検討すべき諸課題については、引き続き話し合い、新法人においてもよき労使関係を承継することを確認して決着としました。
	区　分
	職　　種

	承　継
	・化学、機械、電気(研究)、繊維、材料、

物理、機械技能、工芸、職訓指導

※承継に区分した職員全員に意向を確認し、県に引き続き残ることを希望する職員は非承継とする。

	非承継
	・一般事務、電気（行(1)）


※平成28年度末定年退職者と再任用職員（任期更新可能者に限る）の扱い

上記区分に関わらず、平成28年度末定年退職者と再任用職員（平成29年度に向けて任期を更新できる者に限る）については、地方独立行政法人法の規定による承継ができないため、本人に意向を確認したうえで、取扱いを決定する。

※産業技術センター研究職として配置実績のある職員の扱い

過去に産業技術センターの研究職として配置実績がある職員については、その配置実績を考慮し、新法人への承継について意向確認を行い、承継を希望する場合には新法人へ承継する。
＜新法人職員の労働条件＞
	項目
	細分類
	常　勤　職　員

	給料
	一般職給料表
	現行の県の行政職給料表（1）適用者、KASTの事務職員給料表適用者に適用。1級から7級（8級以上は設定しない）。号給及び給料月額は県と同様

	
	研究職給料表
	現行の県及びKASTの研究職給料表適用者に適用。1級から5級（6級は設定しない）。号給及び給料月額は県と同様

	
	任期付研究員給料表（1、2号）
	新法人設立時は現行どおり。新法人において現在よりも幅を持たせる方向で整理

	
	常勤研究員の給料表
	ＫＡＳＴにおいてプロジェクト研究等を行う年俸制研究員に適用している。新法人設立時は現行どおりとするが、算定基準は新法人において精査

	
	給与制度の総合的見直しにかかる現給保障
	県に準じる。（H31.3.31まで）

	
	行(1)6級相当職以上の減額措置
	現在実施している減額措置【行(1)6級・研究職5級は0.35％、行(1)7級以上・研究職6級は0.55％】は県に準じる。（H31.3.31まで）

	昇給制度
	定期昇給日
	毎年1月1日（H31年1月の昇給期から新法人の人事評価制度を適用した昇給ができるよう検討）

	諸手当
	管理職手当
	県に準じる。

	
	地域手当
	県に準じる。

	
	扶養手当
	県に準じる。

	
	住居手当
	県に準じる。

	
	通勤手当
	県に準じる。

	
	時間外勤務手当
	県に準じる。

	
	休日勤務手当
	県に準じる。

	
	夜間勤務手当
	県に準じる。

	
	管理職員特別勤務手当
	県に準じる。

	
	特殊勤務手当
	県に準じる。有害毒薬物等取扱手当、火薬類取締等業務手当の２種類

	
	任期付研究員業績手当
	県に準じる。

	
	期末・勤勉手当
	県基準を基にしつつも、地方独立行政法人法の趣旨を踏まえた制度とする。

	
	
	H29年6月期の期末・勤勉手当の期間率は県職からの通算

	
	
	勤勉手当の成績率は新法人にも導入し、H29年6月期から適用

	
	
	H29年6月期の成績率は、H29年4月～基準日（6月1日）までの評価を基に適用

	
	退職手当
	県に準じる。移行職員の在職期間は県職から通算

	勧奨退職制度
	
	制度を設ける。

	旅費
	
	県に準じる。

	勤務時間
	始業・終業時間等
	1日7時間45分、週38時間45分。8：30～17：15（昼休み12：00～13：00）

	
	
	KAST常勤研究員には、裁量労働制（みなし労働時間）を適用

	
	時差・拡大時差出勤
	県に準じる。

	
	振替休日
	1日単位（「半日単位」の振替は行わず、半日単位の「代休」の扱いとする）

	休暇
	年次休暇
	県準拠を原則とするが、時間休は年5日が限度（労働基準法）。半日単位の取得は可能。

	
	その他の休暇
	県に準じる。

	
	休業・休職
	県に準じる。

	人事評価
	
	H29年度中を目途に新法人において相応しい人事評価制度を構築。当面、県の評価制度を適用。

	社会保険等
	労災関係
	引き続き、地方公務員災害補償法を適用

	
	健康保険・年金関係
	引き続き、地方公務員等共済組合法を適用

	
	雇用保険
	新規加入。H28年4月現在の雇用保険料率は11/1000、うち4/1000が職員負担。

	
	児童手当
	市町村からの給付に変更（支給要件に変更なし）

	福利厚生
	互助会
	神奈川県厚生福利振興会について、現行と同一条件で加入できる方向で調整

	
	健康診断
	県に準じて実施する方向で検討

	
	財形貯蓄
	新法人の規模に相応しい制度を構築する方向で検討（整理可能な金融機関があれば、整理）

	
	職員研修
	新法人において研修内容を整理（県の研修メニューは利用できない）

	
	ガラスパッチ
	現在と同様の測定を実施

	
	メンタル・ハラスメント対策
	新法人において産業医等と連携しながら、有効な対策を検討（県のメニューは利用できない）

	その他
	営利企業従事許可等の扱い
	勤務時間外に講師等の依頼があった場合などは、報酬受領が可能（要件の詳細は今後整理）

	
	職員発明に対する報奨金
	県に準じる。


	項目
	非常勤職員

	勤務条件
	基本的な取扱いは県に準じる。

	報酬
	支給日は翌月16日払い

	休暇
	県に準じるが、時間単位の年休は年5日が限度。半日単位の年休については、勤務時間が常勤職員と同様の場合（全て7時間45分の斉一型勤務の場合）に適用

	労災関係
	労働者災害補償保険法の適用に変更

	互助会
	神奈川県厚生福利振興会について、加入要件を満たす職員は、現行と同一条件で加入できる方向で調整

	健康診断
	県に準じる方向で検討

	
	

	項目
	日々雇用職員

	勤務条件
	基本的な取扱いは県に準じる。

	報酬
	支給日は翌月16日払い

	労災関係
	労働者災害補償保険法の適用に変更

	
	

	項目
	臨時的任用職員

	位置づけ
	名称を「契約職員」に変更、現行に準じた雇用形態

	勤務条件
	基本的な取扱いは県に準じる。

	休暇
	県に準じるが、時間単位の年休は年5日が限度。半日単位の年休については、勤務時間が常勤職員と同様の場合（全て7時間45分の斉一型勤務の場合）に適用

	雇用期間
	当初から1年以内。翌年度以降に再度雇用する際、空白期間の設定は行わない。

	雇用保険
	新規加入（雇用保険料率は常勤と同様）

	健康診断
	県の臨任に準じる方向で検討

	
	

	項目
	再任用職員

	位置づけ
	名称を「再雇用職員」に変更、定年退職者を再雇用する制度を設ける。

	勤務条件
	基本的な取扱いは県に準じる。

	格付け
	県の再任用に準じるが、業務実態を踏まえ、相応しいあり方を検討

	勤務時間
	フルタイム勤務を原則としつつも、短時間勤務の時間数については、業務の実情に応じ、柔軟に設定

	休暇
	県に準じるが、時間単位の年休は年5日が限度。半日単位の年休については、勤務時間が常勤職員と同様の場合（全て7時間45分の斉一型勤務の場合）に適用

	健康診断
	県に準じる方向で検討


自治労県職連合

第8回定期大会

自治労県職労

第34回定期大会

にすべての職場から参加を！
○日時：9月7日（水）14時から

○会場：波止場会館　４階大会議室

（大桟橋入口）
☆記念講演も行います。

テーマ：「児童虐待の背景と県行政の役割」

聖徳大学心理・福祉学部社会福祉学科教授　成瀬光一氏

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































